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令和３年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第２節_確かな学力と自立する力の育成

施策名 １-学力の向上

ま

ち

づ

く

り

目
標
値

目指す姿

　子どもたちが確かな学力を身に付け、社会で自立して生きていくため
の基礎となる力が育まれています。

目標（令和6年度）

施
策
の
内
容

行政評価表（事業評価一覧）
合計

0 025

成

果
指

標

の

推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

27,860 23,402

当初予算
額

決算額　　（単位；千円）

23,377

一般財源

・就学援助費制度により、町立、国公立の小学校又は中学校に在学する児童生徒で、経済的に支
援が必要な保護者等に対し、就学のために必要な経費の一部を支給することにより、経済的負担
の軽減を行い、就学を支援した。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

全児童生徒数に対する就学援助の認定者の割合は、近年は6％前後で推移している。
町内の児童生徒数は減少傾向に転じたが、認定者の割合について今後の動向を注視する必
要がある。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

離婚等により、ひとり親世帯になった家庭からの新規申請が、毎年一定数ある。

全児童生徒に対し通知することで制度を案内し、経済的援助を必要とする世帯に対し適切に支
援をすることができた。

住民ニーズの
変化について

展開した事業は
適切であったか

経済的に逼迫する理由や世帯状況が、各家庭によりさまざま、かつ複雑になっていることから、
各学校・子育て支援課等との情報連携が重要となっている。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

令和5年度実績

● 児童生徒の学習状況を把握し、きめ細かな指導をより一層推進することにより、一人
ひとりの学力を伸ばします。
● 今後の時代を見据えた教育課程の改訂（英語、道徳、情報プログラミング等）に対応
するために教職員の資質・能力向上を図る研修に取組みます。
● 英検受検補助事業を推進し、受検・取得の支援を行うとともに、小・中学校の英語教育
の充実を一層図り、英語能力の向上を図ります。
● ICT リテラシーを育む教育を推進するために計画的に環境整備を進めます。
● 中学生が多様な職種を体験することができるよう、中学生社会体験チャレンジ事業の
協力事業所の新規開拓に努めます。

指標名

今後に向けた
課題・方向性

(3)

令和4年度実績

(1)

(2)

情報発信の推進の観点から、在校生や新入学生の全保護者に学校を通じて周知したほ
か、ホームページや「広報いな」に掲載して町全体への周知も行った。

保護者が、安心して児童生徒を就学させることができるよう、支援を継続する。
社会の動向や他自治体の取組み状況を参考に、支給金額の見直しや支給項目追加を検
討する。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績
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令和３年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第２節_確かな学力と自立する力の育成

施策名 ３-進路指導・キャリア教育の充実

ま

ち

づ

く

り
目
標

値

目指す姿

　子どもたちが確かな学力を身に付け、社会で自立して生きていくため
の基礎となる力が育まれています。

目標（令和6年度）

施
策
の
内
容

行政評価表（事業評価一覧）
合計

0 1,4160

成
果

指

標

の
推

移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

2,200 400

当初予算
額

決算額　　（単位；千円）

-1,016

一般財源

・奨学資金貸付制度により、高校または大学・専修学校への進学を希望する学生の保護者を対象
に、入学準備金の無利子貸付を行い、学習意欲を持つ生徒を間接的に支援した。
・連帯保証人の「独立の生計を営む満20歳以上の者であって、債務を弁済する能力を有しているも
のであること」と、しているが、年金受給者も可能とし、要件の緩和を図り、申請を行えるようにした。
・公立高校への進学者に対しての貸付上限額を１０万円から２０万円へ増額したことで、経済的負
担軽減を図った。
・令和３年度の貸付実績は、２件（私立高校２件）

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

現在、保護者の収入格差が子どもの教育格差に繋がっていることが社会問題となっており、町
内の児童生徒数は減少傾向にあるが、進学に必要な経費を支援する事業は必要性が増して
いる。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

入学試験制度の多様化がみられ、試験時期が早期化している場合がある。

住民への周知や、申請後の対応、返済に関する問い合わせ対応等適切に処理を行った。

住民ニーズの
変化について

展開した事業は
適切であったか

社会情勢の変化や入学試験制度の多様化に対し、常に注視し、柔軟に対応できるよう事業内
容の見直しの検討が必要である。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

令和5年度実績

● 児童生徒の学習状況を把握し、きめ細かな指導をより一層推進することにより、一人
ひとりの学力を伸ばします。
● 今後の時代を見据えた教育課程の改訂（英語、道徳、情報プログラミング等）に対応
するために教職員の資質・能力向上を図る研修に取組みます。
● 英検受検補助事業を推進し、受検・取得の支援を行うとともに、小・中学校の英語教育
の充実を一層図り、英語能力の向上を図ります。
● ICT リテラシーを育む教育を推進するために計画的に環境整備を進めます。
● 中学生が多様な職種を体験することができるよう、中学生社会体験チャレンジ事業の
協力事業所の新規開拓に努めます。

指標名

今後に向けた
課題・方向性

(3)

令和4年度実績

(1)

(2)

情報発信の推進の観点から、ホームページや「広報いな」に掲載して町全体への周知した
ほか、中学校を通じ、中学３年生の生徒を持つ家庭に案内を配布した。

規則により申請期間が12月に定められているが、私立学校では秋までに合格発表が行わ
れている事例も増えてきており、保護者のニーズを調査し、申請時期の見直し等を検討す
る。
連帯保証人の要件として、「県内に住所を有し１年以上居住している者であること」と、定め
られているが、近隣市町村の状況を確認し、要件の緩和を検討する。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績
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(1)

(2)

(3)

(4)

情報発信の推進の観点から、対象児童生徒の保護者に対し、個別に通知を行った。

特別支援教育就学奨励費について、国の実施要領に基づき、対象の家庭を支援する。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績

(3)

令和4年度実績

(1)

(2)

令和5年度実績

● 児童生徒の学習状況を把握し、きめ細かな指導をより一層推進することにより、一人
ひとりの学力を伸ばします。
● 今後の時代を見据えた教育課程の改訂（英語、道徳、情報プログラミング等）に対応
するために教職員の資質・能力向上を図る研修に取組みます。
● 英検受検補助事業を推進し、受検・取得の支援を行うとともに、小・中学校の英語教育
の充実を一層図り、英語能力の向上を図ります。
● ICT リテラシーを育む教育を推進するために計画的に環境整備を進めます。
● 中学生が多様な職種を体験することができるよう、中学生社会体験チャレンジ事業の
協力事業所の新規開拓に努めます。

指標名

今後に向けた
課題・方向性

・特別支援教育就学奨励費制度により、町立小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の保
護者に対し、就学のために必要な経費の一部を支給することにより、経済的負担の軽減を行えた。
・すべての町立小中学校に２種類の特別支援学級が設置されたことから、通学区域を超えて通学
する児童生徒が存在しなくなったため、伊奈町障害児義務教育通学費補助金交付事業を終了し補
助金事業の見直しを図った。なお、自動車での通学が必要とされる家庭には、その代替として伊奈
町特別支援教育就学奨励費の通学費によって対応した。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

特別支援学級に在籍する児童生徒数は増加傾向にあり、町内小中学校全校に特別支援学級
が設置され、障がいのある児童生徒の受入れ体制が充実してきている。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

町全体として、療育を必要とする児童を早期に支援に結び付ける体制が整いつつあること、保
護者が児童生徒の生活の自立に向けた支援を受け入れる傾向にあることから、今後も特別支
援学級在籍児童生徒は増加すると考えられる。

対象世帯に対し、個別に周知を行い、適切な支援を実施することができた。

住民ニーズの
変化について

展開した事業は
適切であったか

購入方法の多様化によって、領収書等の提出が困難となり保護者の負担につながるため、支
給額の計算方法について、検討が必要である。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

3,919 2,641

当初予算
額

決算額　　（単位；千円）

1,321

一般財源
行政評価表（事業評価一覧）

合計
0 01,320

成

果
指

標

の

推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

施策名 ５-特別支援教育の充実

ま

ち

づ

く

り

目
標
値

目指す姿

　子どもたちが確かな学力を身に付け、社会で自立して生きていくため
の基礎となる力が育まれています。

目標（令和6年度）

施
策
の
内
容

令和３年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第２節_確かな学力と自立する力の育成
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今後の児童生徒数の減少等を視野に入れ、歳出の見直し等を行い予算規模の適正化を図
る。

学校は児童生徒が一日の大半を過ごす学習の場、生活の場であり、併せて町民のスポー
ツ活動や災害時の避難所としての機能も有している。また、地域コミュニティの拠点としても
重要な役割を担っている。
今後も引き続き、施設の適正な維持管理に努め、児童生徒が安心して学習・生活できる環
境整備を図っていく。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績

(3)

令和4年度実績

(1)

(2)

令和5年度実績

● 学校運営の改善をより一層推進するために、学校運営協議会設置を促進する条件整
備を行っていく必要があります。
● 学校における働き方改革をより一層推進するために、保護者や地域の方との連携を
図っていく必要があります。
● 子どもたち自身が身の回りの危険に気づき、適切な対応がとれるよう、引き続き安全
教育に取組むとともに、地域の協力を得つつ、地域ぐるみでの安全対策に取組みます。
● 学校施設の老朽化が進んでおり、改修・修繕には多大な費用がかかるため、計画的
に老朽化対策を進めます。
● 今後必要性が高まるICT教育やプログラミング教育を充実するための体制づくりに努
めます。
● 学校給食センターの設備について、計画的に更新・修繕を進めていますが、半数以上
の設備が老朽化していることから、引き続き計画的な更新・修繕が必要となっています。
また、設備の更新にあたっては、小学生が減少傾向にあることから、今後の供給量への
適切な対応を検討します。
● 学校給食の地場産物の調達については、年間を通じて安定的な調達が必要であり、
JA やアグリ推進課とさらに連携していく必要があります。

指標名

今後に向けた
課題・方向性

町立小中学校の学校運営や施設環境整備については、学校現場との連携を緊密にし、各学校の
施設の状況や緊急性を考慮した対応に努めたことで、適切な教育環境を確保することができた。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

学校施設の老朽化に伴い、維持管理費及び教職員の負担等は年々増加傾向にある。また、教
育指導内容の変更や少人数指導制度等への対応も今後必要となってくる。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

学校は児童生徒が一日の大半を過ごす学習の場、生活の場であり、安心安全な教育施設・環
境の充実が望まれている。児童生徒を災害や事故等から未然に守るための対策が必要とされ
る。

各校とも計画的に予算執行したことで、円滑かつ安定的な学校運営を行うことができた。

住民ニーズの
変化について

展開した事業は
適切であったか

各校の学校運営を円滑に行うには、老朽化した施設や設備の早期改修が求められる。また、近
年の光熱水費や燃料費の高騰を考慮して財源を確保する必要がある。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

103,992 94,468

当初予算
額

決算額　　（単位；千円）

94,468

一般財源
行政評価表（事業評価一覧）

合計
0 00

成

果
指

標

の

推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

施策名 １-学校の組織運営の改善

ま

ち

づ

く

り

目
標
値

目指す姿

　学校施設の整備、改修が進み、また、保護者や地域との連携が一層
進み、児童生徒の安心・安全な教育環境となっています。

目標（令和6年度）

施
策
の
内
容

令和３年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第４節_質の高い学校教育を推進するための環境の充実
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(1)

(2)

(3)

(4)

安心安全なまちづくりを目指すために、校舎及び体育館の修繕等を適切に進め、長寿命化
を図る。

施設や設備の改修を進めるにあたり、その劣化度や危険度等を考慮しながら、優先順位を
付け対策を講じていく必要がある。
引き続きトイレ改修を進めるとともに、老朽化が進んだ施設の防水改修や設備の更新、校
舎照明等のLED化の具体的なスケジュール検討していく。
また、ICT教育のCBT化に対応した通信環境の確保や整備等の充実に努めていく。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績

(3)

令和4年度実績

28%(1) 21%

(2)

令和5年度実績

● 学校運営の改善をより一層推進するために、学校運営協議会設置を促進する条件整
備を行っていく必要があります。
● 学校における働き方改革をより一層推進するために、保護者や地域の方との連携を
図っていく必要があります。
● 子どもたち自身が身の回りの危険に気づき、適切な対応がとれるよう、引き続き安全
教育に取組むとともに、地域の協力を得つつ、地域ぐるみでの安全対策に取組みます。
● 学校施設の老朽化が進んでおり、改修・修繕には多大な費用がかかるため、計画的
に老朽化対策を進めます。
● 今後必要性が高まるICT教育やプログラミング教育を充実するための体制づくりに努
めます。
● 学校給食センターの設備について、計画的に更新・修繕を進めていますが、半数以上
の設備が老朽化していることから、引き続き計画的な更新・修繕が必要となっています。
また、設備の更新にあたっては、小学生が減少傾向にあることから、今後の供給量への
適切な対応を検討します。
● 学校給食の地場産物の調達については、年間を通じて安定的な調達が必要であり、
JA やアグリ推進課とさらに連携していく必要があります。

指標名

学校施設の老朽化改修率

今後に向けた
課題・方向性

・小学校２校の校舎トイレ等の改修工事を行ったことで、学校衛生環境の向上を図ることができた。
・小中学校の消防設備の改修を行ったことで、児童生徒の安心安全が確保された。
・南小学校の芝生管理において、町・学校・地域ボランティアの協力体制が確立できた。
・小中学校施設の緊急修繕等を行ったことで、安心安全な教育環境の提供が図られた。また、施設
維持管理では、学校保健安全法、電気事業法、水道法等で定められている設備点検を確実に行
い、適正な施設管理に努めた。
・通信速度の改善等を行ったことで、学校ICT教育環境の充実に努めた。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

学校施設の老朽化が進み、校舎・体育館はもとより、衛生器具、給排水設備、電気設備等の修
繕に莫大な費用を要する状況にあり、改修を行うまで適正に維持管理していくことが困難な状
況となっている。また、ICT教育に関する整備が充実してきたことで、今後はより本格的な活用
が見込まれ、さらに埼玉県学力・学習調査や全国学力・学習調査のCBT化等に対応した環境
整備が必要となってくる。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

児童生徒が快適に学習に取り組め、また安心して学校生活が送れるよう、施設の充実を図る必
要がある。また近年では、老朽化が進んだトイレのリニューアルや校舎・体育館等の雨漏り修
繕を求める声が多くなっている。

児童生徒が快適な学校生活を送れるよう、学校現場の声を反映させるよう努めた。また、不具
合箇所や危険個所の修繕を限られた予算の範囲内で優先順位を付け対応した。

住民ニーズの
変化について

展開した事業は
適切であったか

町立７小中学校の学校運営事業費はもちろん、老朽化が進んだ施設の維持及び更新にかかる
工事費の確保が最大の課題となっている。補助金や交付金を活用し、財源を確保する必要が
ある。
学校施設の改修は、原則夏季休業期間等に実施しているが、規模によっては授業を行いなが
ら施工する必要もあり、関係機関との調整が非常に重要となってくる。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

170,527 328,267

当初予算
額

決算額　　（単位；千円）

166,118

一般財源
行政評価表（事業評価一覧）

合計
112,400 049,749

成

果
指

標

の

推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

施策名 ３-学習環境の整備・充実

ま

ち

づ

く

り

目
標
値

目指す姿

　学校施設の整備、改修が進み、また、保護者や地域との連携が一層
進み、児童生徒の安心・安全な教育環境となっています。

目標（令和6年度）

57%

施
策
の
内
容

令和３年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第４節_質の高い学校教育を推進するための環境の充実


